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 　本年度中に次期処分場の場所決定を目指している山口市は、６月４日、その「整備方針」を議会への説明で明らかにしました。


仁保地区と交渉再開を表明


　示された「整備方針」＝文書によると施設の基本形態は


　○屋根や壁に囲まれたクローズド型施設で、○埋め立て容量は５万～７万立方㍍、○埋立面積は５，６００㎡、○開発面積は２ha○埋立期間は１５年間。


　また、候補地選定に関する事項では、全市域を対象に地域の合意を基本としつつ


　◎　防災地域（洪水予想地域、活断層、がけ崩れ危険個所、砂防指定地など）


　◎　自然災害の予見される場所


　◎　農業地域、森林地域、鳥獣保護区、文化財保護地域などについては、専門家の助言を参考に検討を行うとしています。


　さらに、４日の議会説明会では口頭により次の３点についても説明。


　①　これから全市域を対象に候補地を絞り込む。


　②　自治会長より候補地の推薦をしてもらう。（６月８日の市自治会連合会総会で話して協力を要請する。推薦受付は８月８日までの２ヶ月間で、その結果２ヶ所以上あれば専門家、市民、地元の意見を聞きながら選定する）


　③　仁保地区は話し合いを再開したい。


　『ふしの川清流の会』は、須藤こういち市議会議員からこうした議会情報の提供を受け、さっそく会の代表６名が７日市環境部と話し合いを行い、市の「方針」を確認すると共に、一貫野や仁保地区の経過と真相を訴えました。


　「方針」の欠陥と問題点


　▼防災地域などを明確に選定場所から「除外する」とせず、専門家などの意見を聞けば「設置が可能」と受け取れる点は重大な欠陥です。


　また、▼全市域を対象にしながら仁保地区を特別扱いし「話し合いを再開」したい、とする点は平成１７年の一貫野地区の結果から許されません。





　一貫野ごみ最終処分場問題は、


（１）平成１７年１１月５日の一貫野部落集会で「採決しない。これ以上の説明は必要ない」と結論が出ており、文書で市に通知されています。


（２）仁保地区は２０００名以上（全戸数の６４％以上）が反対署名をしています。


（３）候補地選定基準として、①むらづくり、まちづくりなど地域づくりとの整合性をはかる。②水源の源流部は避ける。③地区別に見てこれまでの埋立実績を考慮する（仁保はこれまで木戸山を始めとして、山口市の一般廃棄物の





 平成１７年の経過は事実上の白紙撤回　・・・（再開の理由はない！）・・・





 一貫野ごみ最終処分場計画が再燃





えエー、？？？！


　仁保川沿いには活断層が通っている 





    山本繁正 仁保自治会長


  市自治会連合会と市政を“取り仕切る”重大発言





　６月８日の市自治会連合会総会において山本繁正仁保自治会長が「皆さんが、『処分場を仁保で建設してくれないか。』と言ってくれるなら、仁保自治会は請けてもいいよ」と発言したとのことです（９日付山口新聞―記事は裏面添付）。この発言は仁保（自治会）を私物化した発言であると共に、「仁保地区が引き受けるから他の自治会からの推薦はするな」と言っているに等しい発言です。


　また、１９万市民の理解の上で、「全市的に絞り込む。その為に各自治会長から候補地を推薦してもらう」とする市の整備方針をも無視した「市政の取り仕切り」で重大な干渉発言であり全く許しがたい発言です。


　市は、「クローズド型だからどこにつくっても大丈夫」かのように「整備方針」を示しましたが、水面下では仁保一貫野地区への強引な押しつけが既に動き出していると考えられます。


　


私物化許さず、地域のために力を合わせましょう


　私たち「清流の会」は、この様な山本自治会長の不当なやり方を絶対許しません。


　また、仁保と山口市の未来がかかった処分場問題をこれからも地域の皆さんの立場に立っていっしょに力を合わせ取り組んでいきます、ご支援とご協力をお願いいたします。


◆８日山口新聞抜粋


山口市が推薦要請


自治連総会　仁保，再交渉の用意


山口市は８日，市自治会連合会総会で建設候補地の推薦を要請した。過去の経緯で一度交渉を続けていた仁保自治会は席上，市自治連の要望があれば再度交渉を受ける姿勢を見せた。








　深刻な仁保地区農業への被害


　　　風評だけでなく実害の危機！


　　「天皇賞」も泣いている！





 　仁保地区は農業振興地域であり、むらづくり部門で天皇賞まで受賞した地区です。一貫野はもとよりその仁保地区が「ごみ地区」となれば、農産物に対する風評被害はことさら甚大で農家にとって死活問題です。坂本部落の「のんた米」は５００俵出荷していますが、ごみ処分場がきたらその年から契約を解除すると代表者から通告をすでに受けています。


　仁保地区には地下水を利用するお豆腐工場やジュース工場もあり、なにより市の環境基本計画も認める環境保全型農業で頑張っている地域です。


　萩の産廃処分場計画の反対決議にも農産物への風評被害を第一に上げています。





　山口県の活断層の研究で造詣の深い山口大学の金折教授によると、大内長野と仁保高野西を結ぶ仁保川に沿って仁保川活断層が存在することが確かめられています（『山口県の活断層』近未来社）。これは大原湖断層系の一つであるとされています。また、仁保断層と付随して、一貫野を通る並山断層や叶木部落から一貫野部落に抜ける顕著な断層群があり，仁保川活断層が動けばこれらの断層系も連動することは容易に予測されます。


　この様な危険地域を選定地域から除外するのは当然です。
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２８％を引き受けている）。④市の環境基本計画を守る。


の４点を当時の市議会において須藤議員が提案されました。


　こうした一貫野部落や仁保地区、市議会の経過から平成１７年１２月議会において、渡辺市長が「１９万市民の理解を得ながら全市的に対応する」と答弁。「一貫野で採決されれば設置する」としたそれまでの市の方針を大きく転換。事実上の白紙撤回と言えるものでした。
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